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は じめに

国 際 関係 の政 治 学的 な研 究 にお いて は理 論研 究 が 中心 的 な分 野 とみ な され る こ とが あ

る。 そ の よ うな理論研 究 が資料 の批 判 とそ の分析 に基づ く実証 的な研 究 とは一線 を画 して

い るこ とか ら、他 の研 究分 野で は基本 とな るべ き資 料批判 をめ ぐる方 法論 が十分 には確 立

してい ない面 があ る。

ただ し、理論研 究 の 中心 地 とみ な され るこ とが多 い米 国で は、 自国政 府 の外 交政策 に関

す る実証 的 な研 究及 び米 国外 に関す るいわ ゆ る地域研 究 が活発 に行 われ てい る。 その上 で

あれ ば 、 これ らの研 究 と政治 議論 をふ ま えて、米 国が対応 す る各 国 の行 動及 び 国際的環境

のあ り方 を理論 と称 して抽象化 す る意 義 もあ る。

これ に対 して 日本 では、 自国の外 交政 策 に関す る一般 的な 関心が低 い ばか りか研 究 も弱

い と言 わ ざるを得 ない。 この ことは、1990年 代 にな され た 中央省 庁 の改革論議 におい て、

政治 の場 のみ な らず研 究者 の 間で もまた報道 関係者 の 間で も、外 務省 が ほ とん ど議論 され

なか った こ とに象 徴 的 に現れ て い る。 しか も、 日本 の情報 公 開の度合 い は米 国 とは比較 に

な らな いほ ど低 く、特 に外 交 関係 にお いて は顕 著 であ る こ とが、 この状 況 に拍 車 をか けて

い る。

この よ うな状 態 におい ては、米 国 におい て展 開 され る理 論研 究 をそ の まま 日本 に移植 し

て もそ の意味 は小 さい。 さらには、議論 の あ り方 をゆが め るこ とに もな る。 米 国にお ける

議論 は あ くまで も米 国 にお ける外 交理念 、対外 認識 、そ の文脈 の上 に展 開 され る現 実 の外

交政 策 と自国外 交へ の検証 また は批 判 な どの上 に展 開 され てい るの だか ら。 国際 関係 論 に

お いて は、国 際関係 にお け る理論 は存在 す るのか とい う学 問体 系の根本 に関わ る疑 問 が繰

り返 され るが 、 この疑 問 も米 国内にお け る以 上 に 日本 において深 刻 な意 味 を持 つ ことにな

る。
一方 、国連 は外 交交 渉 を広 く公 開す る会議外 交 の理念 に基づ いて創設 され た こ とか ら、

国際関係 にお いて最 も整 備 され た手続 き と体 系化 された 資料 を備 える場 で あ り、 国際 関係

の研 究 におい て欠 かせ ない 資料源 で あ り、各 分野 に分かれ る地域研 究等 にお いて も共通 に

利用 され るべ き もので ある。 しか し、その よ うな視 点 は必 ず しも主流 とは言 えない。 特 に

国連 を主 に研究 対象 と して きた のが 国際法学 で あるた め、そ の研 究 のあ り方 も静 的な もの

とな りが ちであ る一方 、政治 的 な研 究 は弱い状 態 が続 いた。 それ で も60年 代 ま では投票

行動 の分析 な どの政治 学 か らの国連 研 究が盛 んだ ったが 、そ の後 、米 国 にお いて 国連 批判

が高ま る とこれ も下火 になった。 それ は国 際関係 にお ける政治 学研 究 はそれ 自体 が政治 的

な性 格 を帯び た もの であ る ことを示 した。

これ らの結果 と言 って 良いだ ろ う。 国連 に関 して政治学 的 または政 治的 な議 論 がな され

る場 合 であ って も、 国連 にお ける現実政 治 の実証 的な分析 は欠 落 しが ちで あ る と同時 に、

理論研 究 の影響 を受 けた抽象 的 な議 論 と、外務 官僚 や 国連職 員等 の 当事者 に よる主観 的 な

議論 に大 き く分 裂 しが ち で ある。 これ は、 国連 の あ り方 が 一般 の注 目も集 めて い る1990

年 以降 におい て も大 き くは変化 してい ない。

これ らの こ とは、 国際 関係 の政 治的 な研 究 が国連 文書 の利 用方 法 を体系化 し得 てい ない

こ とも物語 る。 さ らには、 そ もそ も国連 文書 の意 味 とそ の利 用方 法 が十分 に認 識 されて い

るのか とい う問題 も提 起 され る。 これ では 国際 関係 の研 究にお いて欠 かせ ない資料源 な ど

と言 うこ とが でき る状 態 では な く、 国際関係 の研究 全般 にお け る国連 文書 に関 わる方法論

の確 立 が重 要 であ る。

ただ し、国連 が政治機 関で ある以上 、国連 文書 が持 って きた政 治 的な意 味 とそ の変転 を

踏 ま えなけれ ば、政治 学的研 究 に資す るこ とに はな らない。つ ま り国連 事務 局 な どか ら出

され て い る国連 文書 の案 内等 を利 用すれ ばそれ で用 が足 りるわ けで はない。 そ こで本 稿 で

は、国連 文書 が持 って きた政 治 的意味 とそ の変転 につい て、 国連 文書 の制 限問題 を 中心 に

ま とめ、政 治学 的研 究 にお け る国連 資料 の体系化 へ の一 助 としたい。
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1.文 書 の制 限の始 ま り

第1次 世 界大戦 後、 ヨー ロ ッパ的 な力 の均 衡 を重 視す る宮廷外 交 を批 判す る米 国の ウィ

ル ソン政権 や帝 政 ロシア を倒 した ソ連 に よ り、開 かれた会議 外 交の場 と して国際連盟 が作

られ る。 これ を受 けて第2次 大戦後 に創 設 され たのが 国連 だ った こ とか ら、議 事録 をは じ

め とす る文書 の作成 は国連 の根幹 をな してい た。 しか し、国際連 盟以 上 に国際政治 の体 系

化 を試 み た国連 は多 岐 にわた る問題 に対応 す るこ とに な り、 さらに経 済社会理 事会 を通 じ

て教 育科 学文化 、労働 、保健 、郵 政、航 空 な ど、多 くの既 設 または新設 され た専 門機 関 と

連携 した こ とか ら、その作成 す る文書 も増 大 の一途 をた どった。このた め、国連創 設 か ら5

年後 の1952年2月4日 には総会 が 「文書 の制御 と削減 」 と題 す る決 議(1)を 採 択 した。具

体 的な 削減 内容 を示 さない漠 然 と した もの決議 だ が、文書 を削減 すべ きこ とが示 された で

ある。 さらに1957年12.月13日 には、総会 は 「1958年1.月1日 か ら5年 間、 国連機 関の

会 合場 所 及 び 日付 に 関す る会 議 のパ ター ンの確 定 を決 定 」す る こ とを全会 一 致 で採 択 し

(2)、 さ らに、全文 書 の分 量 を25%削 減 す る 目標 を掲 げ、 この ため に9力 国か らな る委員

会 を設置す るこ とも決議 した(3)。

この背 景 には、異 な る二 つ思惑 が あった。 一つ は、増 大す る会 議 に代 表 団 自身 が対応 し

きれ ず 、事務局 も応 じる ことが難 しくな っていた こと、つ ま り、 この 当時 国連 におい て多

数派 だ った西側 諸 国か らも文書 のあ り方 に関す る批 判が 出てい た こ と、い ま一つ は、 国連

におい て少 数派 だ ったた めに 自らの主 張 を実 現 させ るこ とが できな いば か りか、不利 な決

議 が 目前 で次 々に採択 され るのを座 視 しな けれ ばな らない と同時 にその費用負 担 が求 め ら

れ るソ連 が、 国連 活動全 般 を批 判 してい た こ とだった。 特 に1950年6,月 に始 まる朝鮮戦

争 にお いて、非公 式 なが ら国連軍 と衝突 した ソ連 に とっては、文 書 のみ な らず、 国連 活動

そ の ものの制 限、す なわ ち国連 予算 の削減 が常 に重要課題 となって いた。

つま り、一方 は 国連 を十 分 に利 用 し、だ か らこそ国連 の効率化 と強化 を図っ ていた のに

対 して 、他 方 は国連 を利 用 で きない が故 にその活動 全般 を批判 し、弱 体化 を求 めてい たの

であ る。 特 に ソ連か ら見れ ば、会議 外 交の根 幹で あ るはず の 国連 文書 とは西側 に よる反 ソ

・プ ロパ ガ ンダに他 な らなか った。 両者 は相反 す る意 向に基づ きな が ら、結果 的 に思惑 の
一 致 を見た ことにな る

。 この こ とは、朝鮮 戦争 の ただ 中の51年 秋 か らこの 問題 が議 論 さ

れ た に もか かわ らず 、5年 後 の57年 には英 国が提案 した会議 のパ ター ンにつ いて の決議

案 が全会 一致 で採 択 され、 文書 削減 の数値 目標 を掲 げた決 議 が、アル ゼ ンチ ン、 カナ ダ、

中国(蒋 介石 政権)、 フランス、イ ラク、 メキシ コ、パ キス タン、 ソ連 、英 国 と、 ま さに超

党派 で の提 案 に よる ものだ った こ とに よ く現れ てい る。

従 って、文書 制 限は確 かに超党 派 で提 案 は され ていた が、西側 諸 国か ら見 れ ば必 ず しも

文 書の作成 と配布 を無 条件 で削減 す る必 要 はなか った。 この点 で、特 に レー ガ ン政権 以 降

の米 国 がいわ ゆ る国連 の無 駄遣 い を強 く批判 し、 日本 な どにお いて も同様 の主張 がカ を得

た こ と とは 問題 の質 が全 く異 な って い た。 この こ とを よく示 す の が、1964年 に国連財 政

を揺 るがせ たPKOの 経費 問題 で ある。

1960年 のベル ギー領 コン ゴの独 立 に際 して起 きた コンゴ動 乱 にお い てPKOが 設 置 され 、

ハ マー シ ョル ド事務総 長 に 「必要 な措置 」 を とる権 限が 与 え られ た が、 この活 動 が ソ連 の

激 しい 国連 批判 の的 とな った。60年 に フル シ チ ョフ ・ソ連 首相 が事 務 総長 を各 陣営 か ら
一 人つ つ 出す 「トロイ カ制」 を提 唱 した(4)背 景 で あ る

。 ソ連 は この経 費 の負担 を拒 ん だ

が、 これ が1964年 に ソ連 の2年 分 の分担金 に匹敵す る額 に達 した。 ここで問題 とな った

のが、滞納 が分担 金2年 分 に達 した 国は 「総会 で投票 権 を有 しない」 とす る憲 章第19条

だった。このた め64年 の総 会 は大 混乱 に陥 ったが、最 終的 に、PKO特 別委員 会 を設 置 し、

PKO問 題 をそ の審 議 に委 ね る、す なわ ち、 い わば 問題 を棚 上 げにす る こ とに よ り妥 協 を

見 た。PKO特 別 委 員会 の運営 は 当初 よ り米 ソ対 立 のた だ 中にお かれ た ので あ る。 この た

め、国連 文書 の制 限が 問題 にな り始 めて10年 あま りがた ち、国連財 政 の危機 が深刻 化す

る と同 時に、 それが深 刻 な政 治対 立 に至 った中で作 られ た委員会 だ った に もか かわ らず 、

厳 しい文 書の制 限が課せ られ たわ けで はなか った。

委 員会 は3.月26日 に活 動 を開始 し、各 国 にこの問題 に関す る意見 書 の提 出 を呼び かけ

た。 各 国の意 見書 はPKO特 別委 員会 文書(5)と して簡 易 印刷 の形 式(6)で 印刷 され 、各
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代 表 団や各 国の寄 託 図書館 に配布 され た。 そ の上 で、PKO特 別委 員 会 はな お意 見書 を提

出 して い ない加盟 国に 「remind」す るた め に、事務 総長 に これ らの意 見書 を ま とめて印刷

し直す よ うに要請 し、 これ に応 じて事 務総長 は、8月31日 の後 、つ ま り9月 第3火 曜 日

の国連総 会 開会 を控 えた 頃 よ り後 に届 け られ た意 見 書 を加 えてNoteと して改 めて文 書 を

作成 した(7)。 なお 、8月31日 の後 に提 出 された意 見書 もPKO特 別委 員会 文書 として 印

刷 され て い る(8)。PKO特 別 委員 会 の審 議 は総 会へ 報告 され る もので あ る以上 、総 会 開

会 直前 また は開会後 に提 出 され た意 見 書ま で も二重 に印刷 す る必 要 は必 ず しもなかった の

だ が。 その後 このNoteは さ らに総 会公式 記録 の補遺(Annexes)に 再録 された。 つ ま り、一

つ の意見 書が簡易 印刷 で2回 作成 され た上 に、公 式文書 と して新 た に活 字 を組 ん だ本 の型

式 で発 行 され た こ とにな る。

議 事録 も同様 の状況 だ った。PKO特 別委 員会 は66年 に作業部 会 の設 置 を決 めるが、 こ

の作業部 会 につい て も議 事要録 が作成 され(9)、PKO特 別 委員 会 の審 議 資料 と して配 付 さ

れ た。一方 、PKO特 別 委員会 は設 置決議 にお いて65年 の総会 に報告 書 を提 出す る こ とが

決 め られ てい た が、 これ はそ の後 も踏 襲 され た。66年 に総 会 に提 出 され た報 告書(10)

には、す で に文 書 として配布 され ていたPKO特 別 委員会 が行 った4回 の会合 の議 事要録

(ll)と ともに、3回 開催 され た作業 部会 の議 事要録 も再録 され 、 さらにはPKO特 別委

員会 の審議 資料 と して配 付 され た委員 国の代 表 団 リス トまで再 録 され た。 しか も このPKO

特別 委 員会 の報 告 は全 文 が総 会公 式記 録 補遺 に再録 され て い る。 つ ま り、PKO特 別 委員

会 の報告 は簡易 印刷 で1回 と公式 記録 と して1回 、PKO特 別委 員会 の議事 要録 と作業部

会 の議事 要録 は簡 易印刷 で2回 と公 式記 録 として1回 作成 され た ので ある。

この 時期 は複 写機 が一般化 す る前 であ り、文書 の複 写 が容易 では ない時代 で はあった。

しか しそれ に して も一 つ の文 書 を繰 り返 し印刷 す る様 子 は文書 の制 限か らはほ ど遠 い もの

だ った。確 か に、 国連 の扱 う問題 量 は増 大 し、各代 表団 が増加す る文 書量 に対応 で きな く

な り、事務 局 の対応能 力 も問われ てい た。 しか し、国連創 設 の立役者 で あ り、 この 当時 で

国連 経費 の32.2%を 負 担 して国連財 政 を支 え、 しか も国連 を政 治 的に利用 す る こ とに成功

してい た米 国 はむ しろ積 極的 に文書 の作成 を求 めた のであ る。

なおPKO経 費 問題 自体 は 、65年8月16日 のPKO特 別 委員会 にお いて米 国が この 問題

に固執 しない と発 言 し(12)、 さらに8月31日 に総会議 長 が この 問題 に対 して は憲章第19

条 の適用 問題 を取 り上 げ ない こ とを表 明 し、一応 の解 決 を見た。 た だ しこの際 に米 国 は、

将来 自国が 同様 の対応 を行 う可能性 を留保 した。文 言上 は、 これ が レーガ ン政権 以降 の米

国の滞納 に繋 がる こ とにな る。

2.文 書 を め ぐる状況 の変化 一南北 問題 として の文書 問題 一
一方

、60年 代 半ば は国連 の あ り方 そ の もの が根本 的 な変化 を始 めた こ とが 明 らか にな

ってい た。 東西 対立 を象徴す る安全 保 障機 関か ら、新 た に独 立 した諸 国 が結集 して国際社

会 にそ の主張 を訴 え る場 に変貌 した ので ある。 そ の主張 は独 立後 の 国造 り、つ ま り経 済 に

向け られ 、60年 には総会 が技術援 助推進 を(13)、62年 には天然 資源 に対 す る恒 久 主権(14)

を決 議 し、 国連貿 易 開発会 議(UNCTAD)を64年 に開催す るこ とを決 め る(15)な ど、次 々

に形 になった。

この動 きは常設機 関の創 設 も伴 った。61年 には世 界食料 計画 の創 設 が決定 され(16)、64

年 に は、UNCTADが 常設機 関 とされ る こ とが決 め られ(17)、65年 には、 国連 の経済 社会

分 野 にお け る中心 的な資 金提 供機 関 とな る国連 開発 計画(UNDP)の 創 設(18)と 、工業 開発

分 野 にお け る国連 の活 動強化 のため に国連 工業開発機 関(UNIDO)創 設(19)が 決 め られ 、 そ

れ ぞれ66年1月1日 と67年1月1日 に発足 す るな ど、事 務局 の会議能 力 と文書 の作成へ

の需 要 が飛 躍的 に高 まった ので ある。

特 に問題 となった のはUNCTADだ った。UNCTADは 開発途 上国 の経 済 問題 に関す る中

心 的 な機 関で あ り、 一般 に開発 途 上 国 の グル ー プ名 と して用 い られ る77力 国 グル ー プ

(G77)も64年 の第1回UNCTADに 集 っ た開発 途 上国 の数 に由来 してい る。 しか も総 会 だ

けで はな く、UNCTADの 理 事会 で あ る貿易 開発 理 事会 に も全加 盟 国 に参加 権 限 が あ り、

各 一次産 品、貧 困、 多国籍企 業 な どに関す る委 員会 な どを持つ。 つ ま り開催 され る会議数
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もその規模 も大 き くな るので ある。 国連 は ジュネー ヴにあ るかつて の国際連盟 本部 を ヨー

ロ ッパ本部 としてお り、ここではす でに経済社 会理 事会 の大半 の会議 が開催 され ていた が、

UNCTADも 同様 にジ ュネー ヴで大 部分 の会 議 を持 つ こ ととな り、ア フ リカや ア ジ アか ら

近 い ジュネー ヴ本 部 には経 済社会 分野 の会議 が集 中す る こ ととな った。 このた め会議 の開

催 を予 定 しなが ら開催 で きない事 態 も常態化 し、例 えば1968年 に公 海海底 の平和利 用委

員会 が、69年 以 降に夏期 会期 を開催す る可能性 を検討 してい たが、「財 政 上 の理 由」か ら69

年 に開催す るこ とが できな かった(20)。 この よ うな事 態 に対 して、1966年12A20日 、総

会 は 「会 議委員 会 」 を設 立 し(21)し 、合 同監査 団 は69年 に文 書 の制 限につ いて報告 書 を

出 した(22)。

51-53年 の朝鮮 戦争 におい て は国連 の軍 事的役 割 と米 国の 軍事活 動 を一体 化 させ る こ と

が可能 だった が、56年 に創設 され たPKOは 国連 の軍事 に関す る活動 が非軍 事化す るこ と

を意 味 して いた。 このた めPKO特 別 委員 会 は、西側 諸 国特 に米 国が 自らの主 張 を宣伝 す

るた めの場 として利用 す る こ とがで きる政治 問題 であ る と同時 に、軍 事 とい う点 か ら見れ

ばそ の存 在 は象徴 的 な意 味 に留 ま った。 また 問題 そ の ものか ら見て もPKOは す で に実施

され て お り、委員 会 の活 動 と してはPKOの 標 準活動 手続 き等 の 明文 化や 費用負 担 につ い

て象 徴 的にや りと りす る場 に なってい た。 これ に対 して ジ ュネ ー ヴの経 済社会 関係 の会議

は関わ る国が多 く、 しか も これ らの 問題 を推進 す る開発途 上 国は これ らの会議 が実質的 に

機 能 す る こ とを期 待 してい た。 この ため、事務 局 に も単 な る秘 書 として の役割 のみな らず

政 策立 案 に 関わ る こ とが 求 め られ た。UNCTADの 発 足 か らそ の役 割 が確 立す る過 程 にお

い ては プ レビッシュ初 代事務 総長(23)の 役 割 が大 きかった が、 これ も この よ うな事態 を象

徴 して いた。個 々 の開発 途 上 国には十分 な能 力が ないか らこそ 、国連 事務局 の積極 的 な役

割 が必要 と され た のであ り、 ジュネー ヴの会議 設備 の不足 はそ の よ うな文脈 の 中で問題 と

なってい たの であ る。

こ うした事態 に対す る危機感 は国連 の 中立性 を支 持 して きた諸 国 か ら表 明 され た。 例 え

ば、国連 を支 えて きた 中心 的な 国の一つ で あ りPKOの 創設 も提 唱 したカナ ダは 、69年 に、

総 会 の一般 討 論 の 冒頭 で 「国連 は言葉 の海 で溺れ 死 に しか か って い る」、 「会 議 、会合 、

そ してそ こか ら生み 出 され る文書 の数 が増 大 し、最 も多 くの資源 を持 つ加 盟 国です ら、ふ

さわ しい人材 を出席 させ 、文書 の洪水 を コ ピーす るの に困難 が伴 って い る」(24)と 述 べ て、

チ ェ コス ロ ヴァキ ア、 レソ ト、マ リ、 ニ ュー ジー ラ ン ド、ポー ラン ドと ともに文書 の制 限

につ い て決 議案(25)を 提 出 し、12月11日 に決議(26)と して採 択 され た。この決議 に よ り、

「安 保理 、経済社 会理 事会 、貿易 開発理 事会及 び 工業 開発 理事会 に対 して 、新 た に下部機

関、会議 また は委員 会 を設 置す る際 には議事 要録 を作成す べ きか否 かを検 討す るよ う要請 」

し、新 たに創設 され た決議 を行 う権 限を持 たない 下部機 関に は逐 語議 事録 また は議 事要録

は提 供 され ない こ とな どが決 め られ た。

ただ し、チ ェ コス ロヴァキア が 「この決 議案 の主 要 な 目的 は刊 行物及 び文 書 の分 量 の制

限で ある」(27)と 述べ たの に対 して、 カナ ダは 「国連 が 中心的 かっ活発 な役割 を担 わな い

世 界 は想 像 もで きない」(28)、 「予 算 に関 して恣 意的 な上 限設 定 を行 うこ とに は反対 で 、

新 たな計 画の費 用 の割 り当て につ い ては全面 的 に支 払 う用 意 があ るが、無駄使 いや 浪費 に

は反 対 だ」(29)と 述べ るな ど、姿勢 には違 い があ った。 国連 を反 ソ ・プ ロパ ガ ンダの場 と

み な してその活 動 の制 限 を主張 して きた東 欧諸 国 と国連 を支持 して きたカナ ダ な どが とも

に提 案 した ところ に、 この 問題 の複雑 な性格 が現れ て いた。

開発途 上国 は これ に対抗す る立場 だった はず だ が、必ず しも積 極 的な主張 を展 開 した わ

けでは なか った。この審議 にお いて最 も強 く議 事録 の作成継 続 を主張 した タ ンザ ニア も「決

議案 に完全 に満 足 して い るの で はな い」、 「新 た に設 立 され た機 関が逐 語議 事 録 また は議

事 要録 を求 め るか否 か の決 定 は、 そ の機 関 自体 に委 ね られ るべ きだ と思 う」、 「総 会及 び

そ の下部機 関が事務総 長 に求 める報 告 を短縮 、取 りや めまた は間引い て発行す る提案 を行

うべ きだ と要請 す る根 拠 が ある とは思 わな い」(30)等 と述べ は したが 、反 対す るこ とはな

く、決議 は無投 票で採 択 され た。 そ の後 、 ケニア が 「文書 の分 量 を削減 す る こ とが きわめ

て重 要 であ る と確 信 してい るこ とか ら、委 員会 が採 択 したば か りの決議 案 に反 対 は しなか

った。 しか し特 に新設機 関につ いて は、すべ ての会議 に参加 す るこ とがで きない小代 表 団
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に とっ て逐 語議事 録 は大変 に有 用 であ る」(31)と 付言 した程 度 だった。

1960年 代 は、米 国の提 唱に よ り 「開発 の10年 」 とされ るな ど、西側 諸 国が 開発途 上 国

へ の対応 の重要性 を語 る中で始 まっ た。 後 の レー ガ ン政権 下 とは異 な り、米 国 も開発 途 上

国に対 して対抗 的な姿勢 を露骨 に示 して はい なかった ので ある。イス ラエル です らも、「合

同監査 団の報告第ll9節 で指 摘 してい る よ うに、本部 で開催 され る2-3時 間の会議 の記録

費 用 は、逐語 議 事録 と議 事要録 で は約2690ド ル の違 い が あ る。 この方 式 が第23回 会期

(1968年)に 適 用 されて いたの な らば16万3780ド ル を節約 で き、開発途 上 国のた めの有益

な計画 を行 うこ とがで きた」(32)と の理屈 を使 った こ とは、開発途 上 国の主 張が直接 的 に

は批 判 されて いなか った状況 を よく物語 る。 そ してそれ に もかかわ らず 開発途 上 国が強 い

姿勢 を示 さなかった こ とは、会議設 備 と人 的資源 の両面 か ら会議 を開催 し議 事録 を作 る こ

とがで きない現 状 を前 に して、 開発 途 上国 自身 が対応 で きな かった ことを意 味 していた。

なお、 この決議 で挙 げ られ た4つ の機 関は統一性 に欠 いてい る。安保 理 と経 済社会 理事

会 は総会 と並 んで 国連 の主 要機 関で あるの に対 して、貿易 開発理 事会 と工業 開発理 事会 は

それ ぞれUNCTADとUNIDOの 理事会 で あ り、いず れ も国連総会 が設 立 した機 関であ る。

この10年 後 には、 国連機 構 にお いて総 会 が 中心 的 な役 割 を 占める こ とに対 して米英 仏 な

どが異議 を唱 え始 め るが、 そ の頃で あれ ば この よ うな形 で機 関名 が列 挙 され るこ とは なか

った可能性 もある。

3.新 国際経済秩 序 とア ラ ビア語 の公 用語化

1970年 、米 国 が始 め て安保 理 にお い て拒否 権 を行使 した。 米 国 はそれ ま で、 大 国が特

権 を利 用 して多数 派 の意見 を葬 り去 る反 民主 的 な行 為 として ソ連 の拒否 権行使 を批判 して

きたが、態度 を変 えた こ とにな った。さ らに翌年 には、日米 な どの強い反対 も功 を奏 さず、

中華 人民 共和 国の 中国代 表権 が回復 され 、蒋 介石政 権 は追放 された。20年 前 の1950年1

月13日 に この 問題 が安保 理 で審議 され た 際 には、米 国は 「この 問題 に関す る安保理 の決

定 が7力 国の理事 国 の賛成 票 に よって採択 され た場 合 には、 わが政府 はそれ を受 け入 れ る

こ とを、 明快 に させ てお く」(33)と 言 明 してい た。 そ こに は民主 的 な手続 きに よ りと ら

れ る措置 と民主 的 な米 国 の姿勢 は合 致す るはず だ とい う自信 が現れ ていた が、そ の 自信 は

打 ち砕 かれ た。
一方

、60年 代 に経 済社会 分野 におい てそ の主張 の実現 を進 めた開発途 上国 に とっては、

常任 理事 国で あ る中国の議席 が蒋介 石政 権 か ら中華 人民共 和 国に代 わ るこ とは、 国連 の軍

事 的な面 を象徴 す る安保 理 が根本 的 に変化 す るこ とを意 味す るはず だった。 この前 後 に、

開発 途上 国が重視 す る政治 問題 であ るパ レスチナ 問題 や南 ア フ リカ 問題 へ の取 り組 み が進

め られれ た こ ととあいま って、 国連 を舞 台 として進 め られ て きた南 か らの動 きは さらに歩

み を進 める こ とにな る。 経済分 野 では1974年5月 に国連 総会 が新 国際経済秩 序 の樹 立 を

宣言(34)す るこ とで一 つの頂 点 を築 き、そ の後 はそ の実現 が主要 な課題 となった。 また先

進 国が圧倒 的 なカ を持 つ 国際的 な情報 の あ り方 も問題 に されて お り、新 国際情報秩 序 の確

立 も求 め られ てい た。 この一環 と して1975年 に は非 同盟 諸 国の通信社 連合 、Poolが 試 験

的 に活動 をは じめ、 また これ に先立 つ1974年11.月 には、国連機 構 におい て文化 の問題 を

担 当す るUNESCOの 事務 局長 にセネ ガル 出身 の ムボ ウが就任 した。 それ まで主 に ヨー ロ

ッパ 人 が務 めて きた この職 に初 めて アフ リカ人が就 いた ので あ る。 そ して 、国連事務 局 の

役割 に多 くを負 って いた 開発 途上 国 が主導す る動 きが さらに歩 み を進 め る ことは、国連 文

書 の重要性 がそれ ま で以上 に増 す ことを意 味 した。

ところが、1971年12月17日 、総会 は 「議 事録 を除 く事 務局 が起草す る文 書 を1970年

の分量 と比較 して全 体 と して15%を 削減 す るよ う要 請す る」、 「1972年 度 国連予 算 にお い

て文 書作成 につ いて全 体で125万 ドル を削減 す る ことを決 定す る」決議 を賛成85、 反対0、

棄権0で 採 択 した(35)。 決 議案 は特 定の 国が提 出 した もので はな く、行 財政 問題諮 問委員

会 の提案 だ った。

これ に関 してアル ジ ェ リア は 「文書 量の削減 は是 非 とも必要 だが 、それ に よって文書 の

質 が損 なわれ ない よ う注意 が払 われ なけれ ばな らない。 国連 の活 動 につい てい くため に文

書 を最 も必 要 と して い る開発 途上 国 に、削減 が損害 を与 えない よ うにす べ きで ある」(36)
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と述 べ 、警戒 を表 した。 アル ジ ェ リア は73年 の非 同盟 諸 国首脳会議 の主催 国で あ り、 こ

れ は、 翌74年 に総会 が行 う新 国際経 済秩序樹 立 宣言 に向 けた開発 途上 国側 の最後 の大舞

台 とな った。 アル ジェ リアは、新 国際経 済秩序 や新 国際情 報秩序 の樹 立 を図 る上 で、 国連

事務 局 が提 供す る会議 サー ヴィス と文 書が大 き な意 味 を持 つ こ とを理解 してお り、だ か ら

こその発 言だ った。 しか し、 この決 議案 が特 定の 国の提案 に よ るの では な く委 員会提 案 と

され た こ と、 そ して反 対 も棄 権 もな く採 択 され た ことは、 中国代 表権 問題 が解 決 し、 開発

途 上国 が経 済社 会分野 にお いて さらにその主 張の実 現 を図 ろ うと していた 時期 だ った に も

かか わ らず 、 アル ジ ェ リア の懸念 が共 有 され な か った こ とを意 味 した。 例 えば ガー ナ は

「UNCTADの 資源 の2/3が 専 門的 な研 究や 専門家 の会議 にで はな く文 書 と会議 サ ー ヴィス

に費 や され てい るの は遺 憾 であ る。 … …ペ レス ・ゲ レー ロUNCTAD事 務 総長 が1972年 の

文 書 を50%削 減 す る と表 明 した こ とを満 足 を もって留意 す る」(37)と 、決議案 に対 して全

面 的な歓迎 を表 明 した。

開発途 上国 は、実質 的 な政 策 の立案 と遂行 につ いて多 くを国連 事務 局 に依 存 しな けれ ば

な らな い よ うな状態 で、 国際的 な政治経 済状況 を変 革 しよ うとす る巨大 な意 図 の実現 を図

ってい た。 そ の一方 で、それ に比 べれ ば遙 かに小 さく、 しか も 自 らの活 動 を支 え、事務 局

の能 力 の基礎 とな る費 用 の削減 を認 め ざるを得 なかった ので あ る。 この こ とは 同時に、文

書 が重要 な意 味 を持つ こ とが必ず しも開発 途 上国 の共通理解 とはな ってい なか った こ とも

示 した。

1972年 は新 たに ワル トハイ ム が第4代 事務 総長 に就任 した年 だ った が、事務 総長 が総

会 に提 出す る年 次報告 は、71年 後 半が含 まれ る こ とか ら前任 の ウタ ン トの名 で1972年6

.月に出 された。 ウタ ン トは この最 後 の年 次報告 で 、前年 の決議 を受 けて特 に 「会議 と文 書

サ ー ヴィス」 の項 目を独立 させ て記述 した(38)。 文書 問題 は国連 の 中心課 題 に躍 り出た の

であ る。

1973年12Al8日 、総会 は、 中国語 を総 会 と安 保理 の作業 用語 とす る こと と(39)、 アラ

ビア語 を国連公 用語 とす る こ とを決 めた(40)。 後者 に よ り、国連公 用語 はア ラビア語 、 中

国語 、英語 、 フラ ンス語 、 ロシア語 、 スペ イ ン語 の6言 語 とな り、従来 は20通 り必 要 だ

った会議 の際 の通訳 及び 文書 の翻訳 が30通 りに増加 し、事務 局 の会議 サー ヴィス業務 と

文 書量 は飛 躍的 に増大す る こと となった。

す で に会議 サー ヴィス担 当事務 次長 が 「明 らか な こ となが ら、原文 と同様 に早 く翻 訳 を

発行 す る こ とはで きない。 ニ ュー ヨー クで は圧 倒 的に多 くの文 書が英語 で作成 され る。 こ

の結 果1970年 には英語 で作成 され た文 書、13000ペ ー ジが フ ランス語 に翻 訳 され 、27000

ペ ージ がスペイ ン語 に、24000ペ ー ジが ロシア語 に、4500ペ ー ジ 中国語 に翻訳 され た。一

方 で フラ ンス語 で作成 され た文書4500ペ ー ジが英語 に翻 訳 され た」(41)と 、翻 訳 に関 わ

る文書準備 の遅 れ につ いて説 明 してい たが 、 これ に拍 車 がか かった ので ある。 しか も、特

に新 国 際経 済秩 序 な どの 関連 か ら会議 が増加 した のみ な らず、 非公式 協議 が増 加 した こ と

か ら通 訳 の需要 が増 大 し、 総会 期 間 中を のぞい て も、 フ リー ラ ンスの通 訳 の需要 は1971

年 の311人 日か ら74年 には965人 日にな ってい た。1974年12.月18日 には、会議 問題 に

対応 す るた め、総 会 は会 議委員 会 を改組 し、再設 置 した(42)。

ア ラ ビア語サ ー ヴィスは最初 の3年 間 はア ラブ諸 国 の費用負担 によ る信託 基金 でまか な

われ た が、そ の後 は 国連 一般会 計 に組 み込 まれ た。 このた め事務 局 は149の 新 規採用 計画

の うち99を 会 議サ ー ヴィス に、 さ らにその うち89を ア ラ ビア語担 当 に、3を 中国語 に、7

を文書処理 にあて、残 る50の うちの40も 通 訳 にあて て総 会 に提 案 した。行財 政 問題 諮 問

委員 会 も前者 の うち98の 採用 を認 め、後者40の うち30を 認 めた上 で必要 な らば10の 新

規契 約 を行 う権 限 を与 えた(43)。 これ を も とに決 め られ た1976-77年 度 の予算 では、74-75

年度 に比べ て通訳 職 が20%増 加 した(44)。

ここで特 に問題 とな るのは、非公 式協議 のた めの事務局 の手 当で あ る。安保 理 の非公式

協議 が 、す で に対応 を決 めてい る各 理事 国 がいわ ば政治 的妥協 を探 るた めの ものであ るの

に対 して 、UNCTADな どの非公 式 協議 は基 本 的 な政策 立案 に関 わ る こ とが 多 くな り、事

務 局の 関与が重 要 にな るた めで あ る。 ジ ュネ ー ヴの会議 が過 多 にな る背 景 もここにあ り、

総会 が76年12.月21日 にア ラ ビア語 をUNCTADの 公用語 と作 業用語 とす る よ う決議(45)
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し、 さ らに77年12月21日 には、78年1月 よ り 「主 にUNCTADを 担 当す る常設 のア ラ ビ

ア語 翻訳 セ クシ ョン」 をジ ュネー ヴに創 設す るこ とを決議(46)し た こ とに典型 的 に現 れ て

い る。 会議 サー ヴィス担 当事務 次長 の、 「当然 の こ となが ら、 国連 は政 治 的機 関で あ る。

従 って最 も技術 的 な問題 も国連 におい ては政 治的 な側 面 を呼び 起 こす。 これ は、特 に会議

のパ ター ン とカ レンダー につい て 当てはま る。 国連 の活動 にお いて会議 や ミーテ ィ ングは

基本 的 な役 割 を持っ のだ か ら」(47)と の言 葉 は、特 に開発途 上 国に とって大 きな意 味 を持

ってい た。 そ して、 これ らの措 置 は さ らに事務局 の会議 能力 を圧 迫 した のであ る。

1977年 に予 定 され た会議 と事務 局 が ジ ュネー ヴ本 部 にお いて提 供 で き る会 議能 力 、す

なわ ち会議 設備 、 同時通訳 、書記 、議事録 や会 議資 料 の翻 訳、 タイ プ、印刷 等 の能力 の状

況 は次 の よ うな もの だった。事 務局 の会議 開催能力 の上 限 は1日 に60回 だが、会議 需要

が これ を下回 るのは わず か に年 末年始 のみ で、恒 常的 に10回 か ら70回 の需 要過 多が生 じ

て お り、4.月 にはUNCTADだ けで80回 を超 え、1.月 中旬 には100回 の需要過 多 に陥 った。

事務 局 の能 力 の3倍 に迫 る需要 が生 じていた ので あ る。ニ ュー ヨー ク本 部 も、会議 能力 が1

月 中旬 か ら7月 中旬 の間は70回 、夏休 み 中 と年末年 始 は30回 、9月 中旬 か ら12A下 旬 ま

での総会 開会 中は80回 で あるの に対 して 、3月 か ら8月 には10回 か ら50回 の需要超 過 が

生 じるな ど決 して余裕 が あるわ けでは なかった。 しか し能力 の2倍 に達す る需 要 を抱 える

こ とが珍 しくない ジュネ ー ヴに比較す れ ば、ま だ しも と言 わ ざるを得 ない事 態だ った(48)。

このた め会 議 の開催 を予定 して も文書 の用意 な どが間 に合 わ ないた めに、会議 が取 りや め

とな る事 態 も相 次 いだ。予 定 され た会議 のキ ャンセル は1977年 には30%に 上 り、開催 時

間の遅れ も20-55分 に及 んだの であ る(49)。 国連 の会議 は時 間通 りに始 ま らない と椰 楡 さ

れ る こ とが多い が、そ の背景 の一つ は こ こに あった。

1978年 、国連 の行財 政 問題 を審議 す る総会 第5委 員 会 は年 内 に審議 を終 え るこ とが で

きず 、1月 に も会議 を続 け ざ るを得 ない事 態 とな った。 こ こで特 に強 い批 判 の言葉 を吐 い

たの は ソ連 だ った。 「基本 的 な文 書 の準備 と提 出 の遅 れ 、組織 的欠 陥 、一部 の事 務職 員 の

怠慢 の ため に委員 会 が活動 を終 え るこ とが できず 、 この結 果、 多額 の人的物 質的 資源 を必

要 とす る延 長会期 を開か な けれ ばな らない のは遺憾 で ある」 として 、事務 を遂行 しよ うと

す る事務 職員 に対す る 「一部 の事務 職 員 の攻撃 」 を批判 し(50)、 「職 員 の新 規採 用 を求 め

る こ とは全 く間違 った こ と」(51)と 、 国連創 設 以来 の態度 を続 けた。事務 職員 を批判 した

背景 には、1977-80年 に通訳 ・会議 局長 を務 めていた のが ウク ライ ナの外務 官僚 で1997年

には第52回 総会議 長 を務 めた ウ ドヴェン コだ った こ とが あった。 ウ ドヴェン コが文 書 削

減 を推進 しよ うと して も、他 の職員 が これ に逆 らって い る と主張 したの であ る。

開発 途 上 国 は、 各 国 が 個 々 に主 張 の 実 現 をす る こ とが で き な い か らこそ 国連(United

Nations)に 団結(unite)し よ う とし、 ま たそ の よ うにせ ざる を得 な い。 とこ ろが超 大 国で あ

りその主 張 を 自 ら実現 で き るソ連 は 、国連 の官僚機構 の成 長 を攻 撃 した こ とに なる。 強 大

な官僚制度 を必 要 とす る社会 主義 を掲 げ る ソ連 は、皮 肉に も、 官僚機構 の強化 を強 く批判

す る米 国保 守派 の小 さな政府論 をなぞ る議論 を展 開 したので あ る。

1979年8.月2日 、経 済社会理 事会 は議長 の提案 に基 づ き、一部 の下部機 関 の議 事要録

の作 成 を試 験的 に取 りや めた(52)。11月23日 には総会 も、経 済社会理 事会 の この決 定 を

歓 迎 し、 これ を総会 とそ の下部機 関 に も適用 す る こ とを認 めた(53)。 こち らも、非公 式協

議 に基 づ き第5委 員 会議 長 の名 に よ りま とめ られ た決議 案 が も とにな ってい た。1970年

代 半 ば に相 次い だ新 国際 経済 秩序 や ア ラ ビア語 の公用 語 化 に伴 う事 務 量 の急 増 は一段 落

し、イ ン ドの言 うよ うに確 か に 「大半 の会議 サー ヴィス の需要 は安定化 」 してい たが、 イ

ン ドは 同時 に、「理論 的 には、国連 は加盟 国 が望む だけの会議 を開催 で き るべ きで あるが、

実 際 にはで きてい ない。 明 らかに、何 らか の コン トロール をす べ き時が きた」(54)と 言 わ

ざ るを得 なか った。 また発行 が続 け られ た文 書 もペ ー ジ数 の制 限が加 え られ た。試 験的 な

議 事録取 りや めはそ の後恒 常化 され た。 国連創 設後 間 もない頃 か ら始 ま った文書 の制 限問

題 は、会議 体 と して の国連 の役割 、そ して 国際 関係 の情報源 として の国連文 書 の役割 を大

き く損 な う形 で一つ の決 着 を見た ので ある。
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4.文 書制 限 の影 響

この1年 後、 レーガ ン政権 が成 立 した。 レー ガ ンは 国連 を敵視 したが、 中で も重視 した

のは新 国際情報秩 序 で あ り、成 立直後 に開発途 上 国が この問題 を推進す る舞 台 となって い

たUNESCOの 脱退 を表 明 し、85年 か ら脱 退 した。経 済 問題 で は主要 な経済 大 国が現 に圧

倒 的なカ を持っ が ゆえ に、総 会 で決 議 を しただ けでは現 実の経 済状況 を変 え るこ とは難 し

い。 これ に対 して文化 に関わ る問題 では事情 が異 なって いた。 そ もそ も会議外 交 を求 めた

政治 的意志 自体 が文化 だ ったので あ る。

す で に制 限 が課 せ られ ていた 国連 文 書だ ったが 、 この上に、 レー ガ ン政権 の この よ うな

姿勢 、 さらに、 レー ガ ン政権 の意 図的 な分担金 滞納 に よる国連財 政 の危機 がの しかか って

きた。 これ を受 けて86年 には 、 日本 の主導 によ りい わ ゆる行 政改 革 が行 われ 、 それ まで

多数 決 で行 われ てい た予算 の採択 が全会 一致 で な され る こ ととな った。 国連 予算 に反 対す

る西側先進 国や ソ連 な どが、予算 に対 して拒否 権 を得た ので あ る。 これ を 「タイ ムズ」 は

「支 出 を食 い止 め るた めに変 則 的な 同盟 を結 んだ 、英米 ソの主 な受益 国三 力国 のキ ャンペ

ー ンの結 果」(55)と 表 現 したが
、 これ は正確 な表現 では なか った。 新保 守派 の レー ガ ン政

権 が経 済面 で重視 す る 「小 さい政府 」論 を ソ連 も共 有 してお り、 「変則 的 な同盟 」 では な

かった ので ある。

これ らの 出来 事 は当然 に文書 の作成や発 行 に も影 響 を及 ぼす が、会議 資料 と して簡 易 印

刷 で発行 され る文書 を甚 だ しく遅 らせ ては会議 が成 り立 たず、米 ソな どの批判 を加 速す る

こ とにな るた め、事務 局 として は避 けな けれ ば な らない。 この結 果 、 しわ寄せ は特 に公式

記録 な どに 向け られ るこ とに なった。簡 易 印刷 資料 に訂正 な どを加 えて改 めて本 と して発

行 され る公式 記録 が遅れ て も、会議 自体 に は大 きな問題 は生 じな いた めで、例 えば84年

の総 会本 会議公 式議 事録 は90年 に刊行 され た。 さ らに レー ガ ン政 権 が細 か く議 事録 の修

正 を求 めた こ とが これ に拍 車 をか けた(56)。 特 に米 国で は、国連 の官僚 主義 の象徴 と して

刊行 の遅 れが大 き く取 り上 げ られ た が、そ の直接 の原 因 は米 国に あった のであ る。 なお 、

製本 され た議 事 録 の刊行 は これ を最 後 に取 りや め られ 、93年 か らは簡易 印刷 に よる議 事

録 が公式記 録 とされ た。 このた め85-92年 は簡易 印刷 に よる暫 定議事録 のみ しか作 られ て

い ない。

議 事録 の作成 中止 は実質 的 な会議 の非公 式化 を生 み 出 した が、 これ は外交 に 関 して情報

公 開が進 んでい ない政府 に とって大 きな意 味 を もった。例 えば 日本政府 は、1991年 のPKO

特別 委員 会作業 部会 にお け る行動 を問われ た際 に、非公式 協議 で ある こ とを理 由に回答 を

拒 んだ(57)。 しか し、 この作 業部会 が発足 した際 には議 事 要録 が作 られ てい た。 会議 そ の

ものが非公 式 で開かれ てい るわ けで はな く、議 事録 の作成 が な され な くなった こ とに よ り

事 実上非公 式化 して しま った に過 ぎない。 その意 味で この答弁 は不適切 だった。外 交 に関

す る情報公 開 が不十分 な政府 に とっ ては、 国連 の よ うな公 開 の場 で行 われ る外 交 交渉 は情

報統 制 に空い た穴だ った が、議事録 の作成 中止 によ り政府 はそ の穴 をふ さぐこ とがで きた

ばか りか、情報公 開 を拒 否す るた めの好都合 な理 由付 けに もなっ たので ある。

また 、発 行 は続 け られ てい る文 書 であ って も、ペ ー ジ数 が減 らされ たた めにそ の内容 は

大 き く損 なわれ て しま った。 刊行 の遅れ と ともにペ ー ジ数 の増減 を象徴 的 かつ簡便 に見 る

こ とが でき るのが、公 式記録 で はない が、 国連 機構 全体 の最 も基 本 的な リフ ァ レンス資料

として広 く利用 され てい る国連年鑑 であ る。 あ る年 の活動 につ いて ま とめた ものがそ の翌

年 に出版 され た場 合 には刊行 の遅れ を0と して、そ のペー ジ数 とともに グラフに ま とめた。

1981年 か ら88年 まで続 いた レーガ ン政権 下、刊行 の遅れ が強 ま り、81年 版 は85年 に、90

年版 に至 って は99年 に刊行 され た。 しか し、91年 版 は翌92年 に刊行 され 、突然 に遅れ

がな くな る。 一方ペ ー ジ数 は、 中国代表 権 問題 が解 決 した71年 版 にお いて減 少す るが 、

開発 途 上 国か ら見 て 国連 が 一層 の活 発化 を遂 げ る(米 国 か ら見 れ ば反米 化 を強 め る)70年

代 を通 じて増加 し、82年 版 で は、861ペ ー ジだった71年 版 の2倍 の1716ペ ー ジ に達す る。

しか し80年 代後 半 に向かい再 び減少 し、89年 版 で は1079ペ ー ジ に至 る。そ の後再 び増加

し94年 版 以降 は1500ペ ー ジ前後 で推 移 してい る。 ペー ジ数 が減 少 した71年 は中国代表

権 問題 が米 国が全 面敗北 す る形 で解 決 した年 で あ り、刊行 の遅 れ が突然解 消 され た91年

は、米 国が国連 にお け る影響 力 を復 活 させ 、湾 岸戦争 が戦 われ た年 だった。 もちろん これ
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らを単純 に関係 づ け られ る もので はない が、お おまか な傾 向を見 る こ とはで きる。

さて 、湾 岸戦争 の前 後 また は冷 戦終焉 後 、一部 でいわ ゆ る国連 ルネ サ ンスが華 々 しく唱

え られ 、冷 戦 に よ り 「麻痺 」 させ られ てい た集 団 的安全保 障機 関 として の国連 の役割 が機

能す るよ うにな る と言 われ た。 それ は湾岸 戦争 とい う形 で現実化 したが、 それ まで実体化

して い なか っ た安保 理 に よる強制 行 動 が現 実 の もの とな った こ とは様 々 な 問題 を生 み 出

し、ま た批 判 を招 い た。 この意 味で 当時唱 え られ た国連ル ネサ ンス は十分 な問題認識 の上

に立っ ていた とは言い難 か った。さ らに問題 だった のは、議事録 の作 成 中止 と文書 の削減 、

す なわ ち議 論 の密 室化 が組織 的 に進 む 中で 、国連 の軍事 的性 格 が復活 した ことで あ る。湾

岸戦 争以 降、 国連 が軍 事的行 動 に関 わる よ うに なった こ とか ら皮 肉に も国連 へ の関心 が高

ま り、 その審議 の不透 明 さが 問題視 され るよ うになった が、不透 明化 に は制度 的 な背 景 も

あった。

審 議状況 が不透 明 な強制行動 を象徴 す るのが リビア制裁 だ った。 これ は92年3月 に決

め られ、120日 ご とに見 直す こと とされ たが、1996年 までそ の見直 しは、 どこで会合 が 開

かれ たの か も不 明 なま ま、 「協議 にお い て表 明 され た全 ての 見解 を聴 取 し、安全保 障理事

会議 長 は制 裁措 置 を変 えるた めに必 要 な合 意 が ない との結 論 に至 った」 とい う議長 声 明で

継続 が決 め られ てい たので あ る。
一般 に議 長声 明は議事 録 を残 さない非公 開会議(privatemeeting)で 採択 され

、そ の際 の議

事録 には、各 国 の発 言等 は記 載 されず 、会合 の番 号 と日時そ して声 明文 な どが掲載 され る。

ところが リビア制裁 を再検討 す る際 の議長 声 明 には、採択 日時 は記載 され てい るが、会合

番 号は欠 けてお り、議 事録 に は単 に 「協議 後 」 と記載 され るだ けだ った。つ ま り、 リビア

制裁 の延長 は議 事録 の有無 以前 に、そ もそ も安 保理 の公式 会合 におい て審議 され てい なか

った こ とにな る。

安 保理 は制裁 を決 め る際 、全理 事 国で構 成 され る制裁委 員会 を設置す る ことが多 く、 リ

ビア制裁 にお いて も制裁 委員 会 が作 られ た。 しか し、 これ はい つ開催 され たの かは公 表 さ

れ るが議 事録 が公 表 され ないた め、具体 的 に何 が話 し合 われた のか を検 証す るこ とはで き

ない。 た とえ安保 理 の会合 と同 じ顔 ぶれ で構成 され るに して も、閉鎖性 が高 い のであ る。

た だ し、制裁 を科 す こ と、そ の停止 、延長 は安保理 本体 で決 め られ る。

ところが リビア制裁 につ いて は、制裁 委員会 の 開催 日とも安保 理 の開催 日とも一 致 しな

い 日に延長 が決 め られ てい た。 例 えば、1995年3月30日 に議長 声 明が 出 され 、制裁 が延

長 され たが、安保 理 は この前後 の3月29日 と31日 には 開催 され てい なが ら、30日 に は開

催記 録 が残 ってい ない。 ま た29、31の 両 日とも リビア問題 は議 題 となって いな い。 制裁

委員 会 につい て も同様 で、議長 声 明が 出 され た前後 で は3月17日 と4月5日 に開催 され

て い るが、3月30日 には開催 され てい ない(58)。 議長 声 明 には 「安 全保 障理事 会 メ ンバ
ー は3月30日 に非公 式協議(informalconsultation)を 行 い」 と書かれ るのみ で

、議長 声 明

の際 に公表 され る形式 的 な議 事録 も作成 され てお らず、 いつ、 どこで、 どの よ うな協議 が

行 われ たのか全 く不 明で あ る。 た とえ非公 開会 合 であ って も、事 務局員 が同席 し、何 らか

の記 録 を残 す こ とが考 え られ るが、 これ で は事務局 が審議 に立 ち会 ってい ない可能性 も高
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い。 さ らに言 えば、 この 問題 を重視 す る特定 の国 のみが非公 式 に集 ま り、 また は電話 等 で

意 思の確認 を行 い、 その結果 に基 づい て他 の理 事 国か ら了解 を得 て議長 声 明 と していた 可

能性 す らあ る。 開発途 上 国に とって は政 策 の立案 か ら実施過 程 にお け る事務 局 の役割 が重

要 だが 、先 進 国に とっては 関与 させ ない ことが重 要だ った。

安 保理 の審議 は、具 体的 な 内容 は事 前の非公 式折衝 な どで決 め られ て しまい、公 式会合

は形 骸化 してお り、非 理事 国 の演説 も形 式 的な儀式 となってい るな どと言 われ る ことが多

い。しか しそれ に して も、国 際的 に注 目され る安保 理で演説 す る意 味は小 さくな い。また、

安保 理公 式会合 の場合 には、理事 国 ではない 国 も投 票権 を持た ない オブザー バー と して参

加 で き、演説 を行 うこ ともで きる。 ところが 日時す ら不 明の協議 で決 定 まで もがな され て

い るの であれ ば、そ の よ うな機 会 す ら保 証 され ない こ とにな り、そ の問題 に政治 的関心 を

持 つ常任理 事 国の影 響力 が圧倒 的 な もの とな る。リビア制裁 は この典型 だ った と言 え よ う。

また、特 定の 国に対す る強制 行動 とい う、集 団安全保 障 の根幹 に位 置す る措 置 が この よ う

に密 室化 して いた こ との負 の意 味は、現 実政 治 にお いて は言 うまで もな く、そ の決 定過程

を後 の視 点か ら検 証す る研 究者 に とって も大 きい。

そ もそ も、安保 理 の活性化 す なわ ち国連 の軍事 的性 格 の復活 は非公 式協議 の増 大 をもた

らしてい た。表 に示す よ うに1988年 か ら1994年 の間 に公 式会合 数 は3倍 に増加 した が、

それ 以外 の全体 協議数 は4.4倍 になった ので ある。 しか も、警備 要員 の手 当がで きない こ

とも手伝 い、公式 会合 で あって も傍聴 が で きない会 議 も増 えた。 これ は、2001年9月ll

日のニ ュー ヨー ク等 にお け るテ ロ事件 以降 、厳 しい警 備 が求 め られ る よ うにな った こ とか

らさらにその度合 い が増 してい る。

表

年

1988年

1989年

1990年

1991年

1992年

1993年

1994年

1995年

安保理 の決議 数、公 式会合 数 、全 体協議 数

決議数 公式会合数 全体協議数

20

20

37

42

74

93

77

66

55

69

70

53

133

171

165

135

62

80

80

115

188

253

273

251

事 務総長 の年 次報告 、各年版 よ り

ただ し、資金 的 な裏 付 け をふ ま えた上で積極 的 に文書 の発 行 を求 め る国があ り、それ が

他 の国 か ら政治 的 に支 援 され る場合 には、規 定や慣行 を超 えた文書 の作成 もな され る。例

えば 、事務 総長 は 、1990-91年 のイ ラクの ク ウェー ト侵 攻 に 関す る被 害 報告 を安保 理 に提

出 した が(59)、 これ は体裁 を改 めて広報 資料 と して再発行 され た(60)。 しか もこれ は単純

な増 刷 では な く、簡易 印刷 に よる報 告 には なか ったカ ラー写真 をふ んだ んに盛 り込 んだ 、

アー ト紙 に印刷 され た凝 ったデザイ ンの もの に変貌 を遂 げて いた。

また 、文書 のペー ジ数 の制 限 は公 式記録 の内容 が非公式 記録 よ りも簡 単 にな る とい う奇

妙 な事態 ももた らした。公 式 の議 事要録 はペ ー ジ数 に制 限が課せ られ てい るた めで きる限

り簡 単 な内容 にせ ざるを得 ない が、非公 式 な記 事資 料 な どに はその よ うな制約 がない。 し

か も世界 中の 図書館等 に配布 せず とも よい ため少部数 の印刷 です み 、また ウェ ッブ上 の公

開を 中心 とす る こ とか ら、 文書 の長 さと費用 が直接 に は結 びつ かず 、 よ り詳 しい 内容 を盛

り込 む こ とが可能 な ので ある。

この一例 と して、1998年 にイ ランが 「文 明 間の対 話 」 を総 会議 題 とす る こ とを提案 し

た際 の審 議 を見 たい。 イ ラ ンで は1979年 のイ ス ラム革命 以来原 理 主義 的な政府 が続 い て

い たが、97年5月 に改 革派 のハ タ ミが大統領 とな った。 大統領 就任後 、彼 は79年 のイ ラ

ン革 命以 来対 立が続 いて きた米 国 との関係 を改善 させ る よ うに動 い ていた。 それ と同時 に

98年9.月 に開会 した国連 総会 で 「文 明 問の対 話」 を呼び かけ(61)、 これ を正 式 に総 会 の
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議題 に組 み入れ る こ とを提案 した(62)。

総 会 の議 題 は、総会 議長 が委員長 を務 める一般委員 会 におい て審議 され 、総会本会 議 の

議 決 に よ り正 式 の議題 とな る。 イ ラ ンが提 出 した、2001年 を文 明 間の対 話 のた め の国連

年 とす る決 議案 を付属 した議題 組み入 れ要請 は、10月23日 の一般委員 会 で審 議 され た。

この1ヶ 月余 り後 のll月30日 に発行 され た一般委 員会 の公式議 事要録 で は、 この件 に関

す る審議 は、イ ラ ンの提 案説 明 を含 めて全4節 、309語 にま とめ られ てお り、各 国の発言

に関 してはそ の大部分 を次 の1節 に集約 して い る。

「ポ リテ ィ氏(イ タ リア)は 、力氏(セ ネ ガル)、 フ ェ ド トフ氏(ロ シア)、 メ クダ ッ ド氏(シ

リア)、 アベ リア ン氏(ア ル メニ ア)、 エ ンカサイ カ ン氏(モ ンゴル)の 支 持 を受 けて 、文 明

間の対話 は各 国間 の平 和、寛 容 と協力 を強化す る最 前 の方 法だ と述べ た。彼 は、従 って こ

の項 目を議題 に組 み入れ る ことに賛成 で あ り、決議 案へ の支持 を表 明 した。」(63)

これ に対 して、午 前 中に開催 され た この会議 の審議 概 要 を伝 えるプ レス レ リー ス(64)が

早 くも午後 に発表 され たが、 そ こでは公式記 録 で掲 げ られた各 国 の発 言 がそれぞれ1節 を

割 いて独 立 して記 載 されて いた。 イ ランの提案 説 明 を含 め、本件 に関す る記載 は公 式記録

の2.5倍 を超 え る785語 だ った。

この議題 が提案 され た背 景 には、米 国の保 守派 国際政治 学者 で あるハ ンテ ィン トン ・ハ
ー ヴァー ド大学 教授 が文 明の衝突

、 中で もキ リス ト教文化 圏 とイス ラム教文化 圏 の衝 突 に

つ いて議論 し、 これ が一部 の政治 家 に影響 を与 えた こ とがあ った。それ に対す る批判 とし

て 、イ ス ラム教 シー ア派 に よるイ ス ラム共和 国で あ り、 ア ラブでは ないイ ラ ンの、そ して

そ の 中では穏健 改革派 で あ るハ タ ミが提案 したの が この問題 だ った。 この提案 につ いて 、

キ リス ト教 カ トリックの 中心地 であ るバ テ ィカ ンを抱 えるイ タ リア 、 ロシア正教 の影 響 の

大 きい ロシアや人 口の70%を 超 える人 々 がイス ラム教 ス ンナ派 で あるア ラブの シ リアが支

持 を表 明 した ので あ る。それ ぞれ の発言 が個別 にま とめ られ、 要録 であ って も趣 旨の違 い

が示 され る意 味は大 きい が、非公 式 の記 事資料 で は示 され たそ の違 いが公式記 録 では消 え

て しま ってい る。 しか も、す で にま とめ られ てい る記録 を縮小す るため にむ しろ よけい な

経 費 と時間が かか ってい る。 あ くま で も結果論 としてで はあ るが、費 用 をか けた 上で文 明

の衝 突論 に対す る批判 を 目立 たな くさせ た形 となった。

文 明問の対 話 国連 年 と された2001年 に米 国で成 立 したの は、皮 肉 に も、 国際協調 を拒

否 し、 開発 途上 国 に対 して も敵対 的 な姿勢 を とるブ ッシュ ・ジ ュニ ア政 権 だった。 ブ ッシ

ュは2002年 の年 頭教 書 におい てイ ラ ンを悪 の枢 軸 と呼ぶ が 、 これ はイ ラ ンの改革派 を窮

地 に追 い込み 、米 国 な どに よるア フガニ スタ ン爆 撃 とイ ラク戦争 を経 た2004年 には改革

派 は敗退 した。 いわ ゆ るイ ランの核 疑 惑問題 は、 ブ ッシュがイ ラン との対話 を拒否 し、敵

対 姿勢 を明 らかに した頃か ら問題 化 してい る。そ のブ ッシ ュ政権 が成 立 した背 景 の一つ に、

民 主党 のク リン トン政 権下 で米 国保 守派 の孤 立主義 的傾 向つ ま り反 国連 姿勢 が強 まった こ

とが あった。結果 的 には、 開かれ た会議外 交 と国 際協調 のた めの機 関 と して作 られ た 国連

の根 幹 を支 える文書 が削減 され 、審 議 の透 明性 が低 下す る 中で 国連 の軍事 的性 格 が蘇 り、

それ が 国連 を無視 した軍事行動 に繋 が った こ とにな った。

お わ りに

特 に湾岸 戦争 以降、安保理 の審議 の透 明化や 民主化 の必要性 が叫ばれ る こ とが多い。「民

主化 」 のた めに安保理 の議席 の増加 や総 会 の権 限強化 が 主張 され る こともあ る。 では、 国

連憲 章 を改訂 して安保 理 の議 席 を増 やせ ば 、また は総会 の権 限を拡大す れ ば、それ で審議

が透 明化 し、 国連 が 「民主化 」す るのだ ろ うか。

国連創設 以来 、安保 理や総 会 の権 限に関 して憲章 の改訂 が な され た こ とはない が、それ

に もかか わ らず 、 それ ぞれ の役割 と影響 力 は現 実 に変化 して きた。 一方 、79年 か ら推 進

され た議事 録 の作 成停止 と文 書の削減 は、各機 関の権 限等 に直接 関 わ る改革 では なか った。

しか し審 議 の透 明性 を低 めた こ とは間違 い ない。 また86年 の予算採 択 手続 きの変 更が 、

少数 の裕福 な国の影響 力 を決 定 的な もの に した とい う意 味で、 国連 の民主制 を損 なわせ た

こ とも否 定で きない。

ところが、 その 当時にお いて これ らの動 向が注 目を集 め るこ とは なか った。 そ して この
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状況 は今 も変化 して いない。 それ は、 国連 に関す る政治 的な研 究や議論 が十 分 とは言 えな

い ことの必 然 的な帰結 か も知 れ ない。 しか し、何 が審 議 の透 明性 を支 えて い るのかに まで

議論 が至 るこ とが希 な 中では、仮 に審議 の透 明性 のた めの制度 的な措 置 が とられ た と して

も、意 味の ある ものには な り得 ない だろ うこ とが容 易 に予想 され る。 ま してや 透 明化 につ

い て抽象 的 に論 じて も大 きな意 味 はない。

さて、悪 の枢軸 演説 の1ヶ 月余 り後 の2002年3月1日 、 国連 本部 の ダグ ・ハ マー シ ョ

ル ド図書館 におい て、 図書館創 設40周 年 を記念 したシ ンポ ジ ウムが 開催 され た(65)。 午

前 の セ ッシ ョンの テー マ は 「平 和 を推進 す る図書 館 と して の ダ グ ・ハ マ ー シ ョル ド図 書

館 」、午 後 のセ ッシ ョンのテ ーマ は 「変 化す るダ グ ・ハ マー シ ョル ド図書館 の役 割:先 進

国 と開発途 上 国の間 の情 報格差 を埋 め る」 だ った。

当初、 この シンポ ジ ウム は2001年ll.月16日 に開催 され るはず だった。 コン ゴ動 乱 に

お いて殉職 したダ グ ・ハ マー シ ョル ド第2代 国連事 務総長 に、 フォー ド財 団の寄付 に よ り

建設 され た図書館 が正 式 に捧 げ られ た のが40年 前 の この 日だ ったた めで ある。しか し9.11

に よ り延期 され てい た。 レーガ ン政 権 がそ の国連敵視 政策 の象徴 とした情報 問題 そ して レ
ー ガ ン政権 下 で特 に損 な われ た 国連 の情 報機能 をテ ーマ に掲 げ るシンポ ジ ウム が、文 明間

の対 話 国連 年 の年 に、 レー ガ ン政権 を直接 に引 き継 いだ ばか りか よ り激 しい単独 主義姿勢

を打 ち出 した ブ ッシ ュ政 権 下で 開催 が予 定 され 、 しか も9.llに よ り延 期 され たの は、偶

然 とは言 え、象徴 的 だった。

この シンポ ジ ウム に資金 を提 供 した のは 日本 だった。 また2005年7月13日 には、 日本

政府 が3万 件 を超 え る国連文 書 を電子化 し、 国連 に寄贈 した(65)。 日本 の国連 政策 に は多

くの矛 盾 が あるが、 これ らは積極 的 に評価 す べ き こと と言 える。 しか し、 これ と並行 して

日本 政府 が推進 した いわ ゆ る国連 改革 問題 は、そ の焦点 を もっぱ ら安保 理 に、 しか も特 に

日本 が常任 理事 国 にな るこ とにのみ あてて しま った。 限定的 なが ら日本 政府 が 国連 文書 に

対 して示 した積極 的 な姿勢 は、 日本 の国連 政策 の 中心 に据 え られ る こともな く、今 まで の

ところ生 か され ない まま とな ってい る。 ま た、 も とも と 日本 が常任 理 事 国 とな る可能性 は

ほ とん どなか ったが 、それ が さ らに低 くな って以 降、い わゆ る国連改 革全般 へ の関心 も低

下 した。 国連 の あ り方 を問題 にす るこ とは21世 紀 の世 界 のあ り方 を問 うこ とに他 な らな

い が、 日本 社会 に属す る者 として は、そ のた めの重要 な きっか けを逃 した こ とにな る。

外 務省 が なぜ 国連文 書 に関 して積 極 的な動 き を示 した のか はわか らない。 この問題 を重

要 だ と考 え る外務 官僚 がお り、 日本 が文 書 問題 にむ しろ消極的 な姿勢 を示 して きた こ とを

承知 した上で 、意 図的 にこの よ うな動 き を したの か も しれ ない。 ま たは、 そ もそ も外 務省

自身 が 、 自 らが これ まで の文 書 問題 へ の姿勢 を承知 して お らず 、国連 文書 の充実 と 日本 が

安保 理常任 理事 国 にな るこ とは矛盾 しない と、漠然 と思 ってい たの か も知れ ない。外 務省

が 自 らの行 動 と相容れ な い矛 盾 した 国会答弁 を行 って きた こ と(67)を 考 える と、後者 もあ

りえな い こ とでは ない。 しか しいずれ で あるにせ よ、次 の よ うな問題 が生 じる。 国連 資料

に関わ る方法論 が不十 分 な状 態 では 、従 来 の外 務省 の姿勢 に一石 を投 じよ うと した官僚 が

い た と して も、そ の動 きを支 える十分 な力 が国民 の 中にあ る と言 えるの か否 か が疑 われ 、

また外務省 が矛盾 した行動 を とった として も、そ もそ もそれ を追求 で きるカ が あるの否 か

に疑 問符 がつ く、 と。

ま た、90年 代 か ら、い わ ゆ る経 済 の グローバ ル化 に対す る批 判 の声 が多 く出 され て い

るが、 こ こで も類 似 した こ とが見 られ る。 す なわ ち、かつ て 国際政治経 済 システ ムの変革

とい うきわ めて大 きな 目標 を掲 げた 開発 途上 国が 、それ を実行す るため の舞 台で あ る国連

にお ける会 議 と文書 の管理 に も十 分対応 す る こ とがで きなか った こ とにつ いて、 グ ローバ

ル化 に異議 を唱 え る人 々は どの程度 の注意 を向けてい るの か とい うこ とで あ る。

国連文 書の あ り方 は、それ 自体 が 国際政治 の根幹 に 関わ る問題 となって きた。 そ して そ

れ は第2次 大 戦後 の、 さらに は21世 紀 の国際認識 に も関わ る。 ところがそれ に もか かわ

らず 国連 文書 が十分 には利用 され てお らず 、方 法論 が体 系化 され て いない ことは国際 関係

の政 治学 的研 究 に深刻 な問題 を突 きつ けてい るので はないだ ろ うか。
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注

(1)総 会 決 議593(VI)

(2)総 会 決 議1202(XII)

(3)総 会 決 議1203(XII)

(4)UNOfficialRecordsoftheGeneralAssembly,15thsession,869thmeetingp.83para.285。 以 下 、

国 連 文 書 に つ い て は 文 書 番 号 の み を 示 す 。

(5)A/AC.121/5&Add.1,2

(6)国 連 文 書 の レ フ ァ ラ ン ス 資 料 で は し ば し ばmimeographedと 注 記 さ れ 、 単 に ド キ ュ メ

ン ト と 呼 ば れ る こ と も 多 い が 、 こ こ で は 便 宜 的 に 簡 易 印 刷 と 呼 ぶ こ と に す る 。 な お こ れ は 、

当 時 の 様 式 で は タ イ プ ラ イ タ ー に よ り 作 成 さ れ 、 ホ ッ チ キ ス で と め ら れ て い る 。

(7)A/6026

(8)A/AC.121/5/Add.3

(9)文 書 番 号 は 、A/AC.121/WG/SR...

(10)A/6414

(--)A/AC.121.SR.19-22

(12)A/AC.121.SR.15

(13)総 会 決 議1522(XV)

(14)総 会 決 議1803(XVII)

(15)総 会 決 議1785(XVII)

(16)総 会 決 議1714(XVI)

(17)総 会 決 議1995(XIX)

(18)総 会 決 議2029(XX)

(19)総 会 決 議2152(XXI)

(20)A/C.5/SR/1341,para.22,4December,1969

(21)総 会 決 議2239(XXI)

(22)E/4705andAdd.1,A/7576andCorr.1

(23)外 務 省 の 訳 語 で は 「事 務 局 長 」 と し て い る が 、 英 語 の 職 名 はSecretary-Generalで あ り 、

開 発 途 上 国 に と っ て のUNCTADの 役 割 の 重 さ を 見 る こ と が で き る 。

(24)A/PV.1769,para.48,29September,1969

(25)A/C.5/L.1010

(26)総 会 決 議2538(XXIV)

(27)A/C.5/SR.1338,1December,1969

(28)A/PV.1769,para.46,29September,1969

(29)A/C.5/SR.1339,para.4,2December,1969

(30)A/C.5/SR.1340,paras.18-20,3December1969

(31)A/C.5/SR.1341,para.11,4December1969

(32)A/C.5/SR.1340,para.14,3December1969

(33)SecurityCouncilOfficialRecords,fifthyear,No.2,p.6

(34)総 会 決 議3201(S-VI)

(35)総 会 決 議2836(XXVI)

(36)A/C.5/SR.1471,para.16,4December,1971

(37)A/C.5/SR.1470,para.30,3December,1971

(38)A/8701,pp.240-241

(39)総 会 決 議3189(XXVIII)

(40)総 会 決 議3190(XXVIII)

(41)A/C.5/SR.1473,para54,6December,1971

(42)総 会 決 議3351(XXIX)

(43)A/10006,A/10008&Corr.2,A/C.5/SR.1734,para.34,7November,1975

(44)A/34/6,sect.29

(45)総 会 決 議31/159
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(46)総 会 決 議32/205

(47)A/C.5/1658,para.6,8November,1974

(48)A/AC/172.11/Add.1&2

(49)A/33/32

(50)A/C.5/33/SR.68,para.118,20December,1978

(51)A/C.5/33/SR.78,para.59,23January,1979

(52)経 済 社 会 理 事 会 決 議1979/69

(53)総 会 決 議34/50

(54)A/C.5/34/SR.17,paras.69&71

(55)Times,22December,1986

(56)例 え ば1983年10.月31日 の 総 会 本 会 議 に お い て 米 国 が グ レ ナ ダ 代 表 の 出 席 資 格 に つ

い て 異 議 を 述 べ た 点 に つ い て 、 簡 易 印 刷 に よ る 暫 定 議 事 録 と 公 式 記 録 で は 以 下 の よ う な 違

い が 見 ら れ る 。

A/38/PV.40(mimeographed)p.3

Mr.SORZANO(UnitedStatesofAmerica):Onapointoforder,Mr.President,concerning

thepresenceoftheGrenadiansittingintheplaceoftheGrenadadelegation.

A/38/PV.40(OfficialRecords,vol.II,p.671)

5.Mr.SORZANO(UnitedStatesofAmerica):Mypointoforder,Mr.President,concerns

thepresenceoftheGrenadiansittingintheplaceoftheGrenadadelegation.

な お 、 暫 定 議 事 録 は 公 式 記 録 が 刊 行 さ れ た 後 に 廃 棄 す る こ と に な っ て い る た め 、 国 連 本

部 の ハ マ ー シ ョ ル ド 図 書 館 を は じ め 、 日本 の 国 立 国 会 図 書 館 等 で も 暫 定 議 事 録 は 保 存 さ れ

て い な い 。

(57)「 内 閣 衆 質140第3号 」1997年2.月18日 回 答

(58)IndextoproceedingsoftheSecurityCouncil,1995

(59)S/22535(29April,1991)

(60)DPI/1157(September1991)

(61)A/53/PV.8

(62)A/53/233

(63)A/BUR/53/SR.3,para.25

(64)PressReleaseGA/9485

(65)"SymposiumFortiethAnniversaryoftheDagHammarskjoldLibraryLegacyofa

Secretary-General",OutreachDivision,DepartmentofPublicInformation,2003

(66)http://www.unic.or.jp/un-ds/ods2/ods.htm

(67)日 本 は 先 進 国 の 中 で は 分 担 金 を 滞 納 し て い る 国 で あ る に も か か わ ら ず 、 日 本 は 誠 実

に 払 っ て い る と の 答 弁 を 繰 り 返 し て き た こ と は こ の 一 例 で あ る 。 河 辺 『日 本 の 外 交 は 国 民

に 何 を 隠 し て い る の か 』(集 英 社 新 書 、2006)第1章 を 参 照
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